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平成19年度環境省税制改正要望の結果について

平成18年12月

１ 地球温暖化対策のための税制のグリーン化

（１）環境税

平成19年度税制改正大綱に以下のように盛り込まれた。

「わが国は環境先進国として、地球温暖化問題において世界をリードする役割を果たすため、

京都議定書目標達成計画に沿って、国、地方をあげて多様な政策への取組みを実施し、６％

削減約束を確実に達成することとしている。環境税については、平成20年から京都議定書の

第一約束期間が始まることを踏まえ、さまざまな政策的手法全体の中での位置付け、課税の

効果、国民経済や産業の国際競争力に与える影響、既存の税制との関係等に考慮を払いなが

ら納税者の理解と協力を得つつ、総合的に検討する。」

（２）道路特定財源

平成19年度税制改正大綱に以下のように盛り込まれた。

「道路特定財源の見直しについては、「道路特定財源の見直しに関する具体策」（平成18年

12月８日 政府・与党）を踏まえ、平成20年度税制改正において、所要の税制上の対応を行

う。」

（３）バイオ燃料関連税制の創設〔揮発油税・地方道路税・軽油引取税〕

バイオエタノールに係る揮発油税等の非課税、バイオディーゼルに係る軽油引取税の非課

税については、長期検討とされた。
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２ 自動車の低公害化、低燃費化の推進

（１）低公害車の取得に係る税率の軽減措置〔自動車取得税〕

低公害車の取得に係る自動車取得税の軽減措置について、軽減対象自動車に関し以下のと

おり見直しを行った上で、２年間延長。

【現行措置】基本税率は、取得価格の５％（自家用車）又は３％（営業用及び軽自動車）

電気自動車（燃料電池自動車を含む。）、天然ガス自動車、メタノール自動車、 一律に2.7％軽減

ハイブリッドトラック・バス

ハイブリッド乗用車 一律に2.2％軽減

【見直し後】

○電気自動車（燃料電池自動車を含む。）

○天然ガス自動車

・車両総重量3.5t以下：☆☆☆☆に限る。 2.7％軽減

・車両総重量3.5t超：重量車☆（ＮＯｘ）に限る。 (19年度、20年度)

○ハイブリッド自動車（バス・トラック）

・車両総重量 以下：☆☆☆☆かつ燃費基準 達成車に限る。3.5t +20%

・車両総重量 超：重量車☆かつ重量車燃費基準達成車に限る(※)。3.5t

○ハイブリッド自動車（乗用車） 2.0％軽減(19年度)

・☆☆☆☆かつ燃費基準 達成車に限る。 1.8％軽減(20年度)+20%

・☆☆☆☆：平成17年基準値よりも排出ガスを75%以上低減させた自動車

・重量車☆(NOx(又はPM))：平成17年基準値よりもNOｘ（又はPM）を10%以上低減させた自動車

・燃費基準+20%達成車：省エネ法に基づく燃費基準よりも20%以上燃費性能を向上させた自動車

・重量車燃費基準達成車：省エネ法に基づくディーゼルバス・トラック等に係る燃費基準達成車

※ この限定は平成 年９月１日以後の自動車の取得について適用する。19

営業用自動車には3％、自家用自動車には5％の税率がかかるところ、これらの税率が例えば3.0－2.7＝0.3％（営業用電気自＊

動車等）、5.0－2.0＝3.0％（自家用ハイブリッド乗用車（19年度取得分））等となる。

（２）低公害車用燃料供給設備に係る課税標準の特例措置〔固定資産税〕

低公害車（電気自動車、天然ガス自動車及び燃料電池自動車）の燃料供給設備に係る固定

資産税の課税標準を３年間３分の２とする措置を２年間延長。
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３ 廃棄物・リサイクル対策の推進

（１）食品リサイクル制度の見直しに伴う再商品化設備等に係る特例措置

〔所得税・法人税〕

初年度100分の14の特別償却の適用対象である食品循環資源再生利用設備の範囲に生ごみ処

理機及び保冷設備を加える。

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律の改正後には、対象設備を同法に規定する

認定を受けた再生利用事業計画に記載された設備に限定する。

（２）産業廃棄物処理用設備（高温焼却設備・ばい煙処理用装置）に係る特

別償却措置〔所得税・法人税〕

高温焼却設備については、初年度100分の14の特別償却措置の適用期限を２年間延長。

ばい煙処理用装置については、アスベスト廃棄物処理用設備に対象を限定した上で、初年

度100分の14の特別償却措置の適用期限を２年間延長。

（３）PFI選定事業者が設置する一般廃棄物処理施設に係る課税標準の特例

措置〔不動産取得税・固定資産税・都市計画税〕

PFI選定事業者が設置する一般廃棄物処理施設に係る以下の特例措置を２年間延長。

ア 不動産取得税：課税標準２分の１

イ 固定資産税：家屋の課税標準２分の１、償却資産の課税標準４分の１

ウ 都市計画税：課税標準２分の１

４ 自然保全の推進

（１）網・わな猟免許の分割に伴う税率の見直し〔狩猟税〕

網・わな猟免許の分割に伴い、それぞれの猟法において捕獲可能な狩猟鳥獣の種類が従前

に比べ限定される観点、網及びわなの両方の免許登録を受ける者に対し過度な負担とならな

いようにする観点等から、それぞれの登録を受ける者の税率を現行の２分の１とする。

（２）都市の緑の創出に資する緑化施設に係る課税標準の特例措置〔固定資

産税〕

【拡充】

地区計画等緑化率条例による制限を受けない緑化重点地区内において緑化施設を整備する

建築物のうち、敷地面積が500㎡以上の建築物にまで認定緑化施設の対象を拡充（現行1000

㎡以上）。

【延長】

認定緑化施設に係る固定資産税の特例措置（緑化率規制対象建築物に係る認定緑化施設の

課税標準を５年間３分の１（義務付け相当部分を除く。）、緑化率規制対象外建築物に係る

認定緑化施設の課税標準を５年間２分の１）の適用期限を２年間延長。
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５ 環境汚染の防止

NOx排出抑制設備、VOC排出抑制設備、指定物質（ベンゼン等）回収設備

に係る特別償却措置〔所得税・法人税〕

ア NOx排出抑制設備の初年度100分の14の特別償却措置の適用期限を１年間延長

イ VOC排出抑制設備の初年度100分の14の特別償却措置の適用期限を２年間延長

ウ 指定物質（ベンゼン等）回収設備の初年度100分の14の特別償却措置の適用期限を２年

間延長

６ 森林関連税制の延長

（１）植林費の損金算入の特例措置〔法人税・法人住民税〕

森林施業計画に基づき、造林するための植林費は、その100分の35に相当する金額まで損金

に算入できる特例措置を２年間延長。

（２）山林所得に係る森林計画特別控除措置〔所得税・個人住民税〕

森林施業計画に基づいて、山林の伐採又は譲渡をした場合にその20％相当額を所得から控

除することができる特例措置を２年間延長。

７ その他

減価償却制度の抜本的見直し〔所得税・法人税〕

減価償却制度について、以下の見直しを行う。

１．新規取得設備について、残存価額を廃止する。

２．償却可能限度額を廃止する。

など


